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序論
　東アジアは国際秩序が激しく変動する中で、主権国家のみならず、様々な行為体による
交流・協力の場として注目を集め、新しい地域として探求され始めている。現在、東アジ
アは国家間による FTAや EPA、また多国籍企業による地域分業化によって相互依存を深
め、経済的統合を進めている。一方で、安全保障領域に視点を移すとどうだろうか。冷戦
の残滓と言われるような中国の軍事力の増加や北朝鮮の瀬戸際外交などの伝統的安全保障
問題、また、環境問題など越境性をもつ非伝統的安全保障領域の問題を抱えている。こう
した東アジアに対して、我々はどのように向き合い、また、どのような将来像を描いてい
けばいいだろうか。
　本稿では以上の問題意識に立って、環日本海圏1）というサブリージョン（下位地域）2）の
観点から特に北東アジアの平和について考察したい。第一に、環日本海圏の生成について
考察し、第二に、環日本海圏がなぜ発展していったのかについて、その説明変数として環
日本海圏における経済協力、地方自治体間協力、学術交流、そして環境協力について事例
を通じて検討する。第三に、環日本海圏の課題と体系について整理し、最後に環日本海圏
の持つ含意を付言し、結論としたい。
1.　環日本海圏の生成
　環日本海圏における国際交流・協力は広範囲な分野で展開され、大きな成果を挙げてき
た。特に、日本海沿岸部を中心とする姉妹都市提携自治体間の国際交流・協力は豊富かつ
多様であり、この地域の生成に大きな役割を果たしてきた。こうして形成される環日本海
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圏の北東アジアの平和への意義は大きい。
　しかし、環日本海圏は所与として存在する固定的な地域ではなく、世界的な潮流やこの
地域を取り巻く国々の対東アジア政策の変化、さらにはローカルな行為体との相互作用に
よって形成されてきた地域である。したがって、環日本海圏の生成を議論する際には、こ
うした動態的視点を踏まえて分析する必要がある。
　そこで、本章では「環日本海圏がなぜ生成したのか」という問いを明らかにするため
に、まず、東アジア全体の傾向を概観した上で、地方における姉妹都市提携自治体間の国
際交流・協力について考察したい。
　（1）　東アジアの全体的傾向
　東アジアの地域協力は 1997年のタイで発生したアジア通貨危機を契機に、経済・金融
協力を中心に始まった。たとえば、1997年の通貨危機の中で行われた ASEAN＋3（APT）
首脳会議、1998年の日本による新宮澤構想、2000年に取り決められたチュンマイ・イニ
シアティブによる通貨スワップ協定などが挙げられ、東アジア地域協力が動き出した。さ
らに、アジア通貨危機は結果的に東アジアと日中韓を結びつけ、ASEANと日中韓との間
で FTAや EPAなど経済的相互依存を深化させた。2002年 1月には当時の小泉首相によ
って東アジア共同体（EAS）構想がシンガポールで公式に提唱され、その翌年の 12月に
東京で行われた日本・ASEAN特別首脳会議で採択された「東京宣言」においても、この
構想が謳われている。なお、アジア太平洋にはこの他にも、ASEAN-PMC（ASEAN拡大
外相会議）、ARF（ASEAN地域フォーラム）、ASEM（アジア欧州会合）、APEC（アジア
太平洋経済協力）、さらには TPP（環太平洋パートナーシップ）などの地域協力の枠組み
があり、重層的な関わりをなしている。図 1─1はその枠組みを整理したものである。
　このようにアジア通貨危機は主として経済・金融協力を促したが、この教訓は広く政治
や安全保障協力にまで波及した。たとえば、APECでは域内の貿易・投資の自由化・円滑
化が中心的な課題であるが、2001年の米国での同時多発テロ発生以降、テロの撲滅、大
量破壊兵器の不拡散や、HIVや鳥インフルエンザなどの感染症問題、地震・津波などの
自然災害などに地域として対応する場にもなっている。また、北東アジアに目を向ける
と、北朝鮮の核問題を解決するために 2003年から中国の北京において六者協議が開始さ
れた。北朝鮮は六者協議から脱退し、瀬戸際外交を継続し、この地域に緊張をもたらして
いるものの、安全保障の地域化が進んできたと言えよう。
　以上のことから言えることは、アジア通貨危機を教訓として、アジア太平洋地域では共
通の問題に対して関係性を築きながら対処してきたことが分かる。また、経済・金融を中
心に相互依存関係を深め、アジア太平洋は統合へと向かっていることがうかがえる。安全
保障領域では環境やエネルギー、感染症や自然災害などの非伝統的安全保障においては協
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力関係が構築されているが、伝統的な安全保障領域になると、経済ほどの協力関係は未だ
に見られず、中国の南シナ・東シナ海の権益をめぐる動きや六者協議から分かるように、
依然として緊張が存在しているといわざるを得ない。つまり、アジア太平洋の全体的な構
図は、ある分野においては協調し、重層的な関係を構築しながらも、他の分野では対立す
るという「対立と協調」であるということが読み取れる。
図 1─1　アジア太平洋における地域協力の枠組み
（出所） 外務省ホームページ『外交青書』2011年版　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2011/html/
chapter2/chapter2_01_06.html（アクセス 2011/12/28）
　（2）　姉妹都市提携自治体間の国際交流・協力
　近年、世界の様々な地域で、国家主権のグローバリゼーションとリージョナリゼーショ
ン、そしてローカリゼーションの動きが目立つようになった。日本海周辺諸国において
も、国家の枠を越えた国際的な地域間交流が盛んになり、環日本海地域という国際地域化
現象とともに、都市や地域が新しいアイデンティティを求めて環日本海地域活性化現象が
見られるようになった。冷戦終結後の 1990年代から、上記で指摘したように東アジア地
域が連携へと向かい、また北東アジア諸国も共通する課題に対して協力関係を模索してい
ることを背景に、北東アジアを取り巻く国際環境が緊張緩和へと向かい始め、日本海も
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「緊張の海から平和の海へ」変容を遂げることになった。国境を越えた都市間、地域間で
行政、経済、文化、学術、スポーツなどの交流が活発化し、「環日本海交流」、「環日本海
経済交流」という用語がよく聞かれるようになった。
　その中でも、とくに、地方自治体による姉妹都市交流や自治体協力が活発である。日本
の地方自治体の姉妹都市協定の締結は、1955年の長崎市とアメリカのミネソタ州セント
ポール市に始まり、それ以降、表の 1─1から分かるように年々増加傾向である。日本の
姉妹都市交流は 1950年～ 60年代においては、市長や議員などの、一部の有力者による交
流が中心で、それも米国との関係を維持・向上させるためのものだった。1970年代に入
ると、一般市民の交流が始まり、1980年代になると、従来までの欧米一辺倒からアジア
重視（とくに中国と韓国）へと移行していった。冷戦終結後の 1990年代になると、姉妹
都市提携数は量的に増加し、交流から協力へ質的な変化を遂げていった。
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表 1─1　1989─2010 年までの姉妹都市提携数の推移：2011 年 7月 31 日のデータ
（出所） CLAIR財団法人自治体国際化協会ホームページ『姉妹提携データ』http://www.clair.or.jp/（アクセス
2011/9/28）
　では、近年の日本の姉妹都市提携の動向はどうだろうか。表 1─2で示した 2009年度の
相手国・地域別姉妹都市提携数を見てみると、日本の姉妹提携数はアメリカが 435件と、
日本の外交が依然として対米重視であることの反映のように思えるデータである。しか
し、第 2位は中国であり、342件である。アメリカのみで全体の約 4分の 1であり、中国
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のみで全体の約 5分の 1である。次に提携数が多いのは韓国で、138件である。つまり、
アメリカ、中国、韓国で全体の約 2分の 1を占めることになる。このことから、日本は対
米関係を重視しながらも、市民や市町村など「下」のレベルではアジア重視、とくに近隣
諸国である中国と韓国とのバランスを取っている姿勢がうかがえる。
　ここで指摘すべき点は、中国と韓国との交流は読み取れるが、北朝鮮との交流が 2009
年度では 0件であるということである。これは、北朝鮮の外交政策と、北朝鮮を取り巻く
国際環境が背景にあることが読み取れる。しかし、外交レベルの交流と下位レベルの交流
に相関関係があるとするなら、両者は別個のものではなく、どちらか一方の交流がスター
トし、恒常的なコミュニケーションが可能となれば、北東アジア地域の国際環境が変化し
うることを示している。そうなれば、北東アジアにおける交流や相互依存度はより高まっ
ていくことが予想される。
表 1─2　日本の相手国・地域別姉妹提携数：2009 年度のデータ
国 都道府県 市区 町村 合計
アメリカ合衆国 24 343 68 435
オーストラリア 6 73 24 109
カナダ 1 42 27 70
ドイツ 5 39 9 53
フランス 6 37 5 48
ニュージーランド 0 27 14 41
合計（欧米諸国） 42 621 147 756
中国 35 267 40 342
韓国 10 105 23 138
ロシア連邦 9 31 3 43
台湾 0 3 9 12
モンゴル 0 4 0 4
北朝鮮 0 0 0 0
合計（北東アジア諸国） 54 410 75 539
※ 2009年度の全体提携数：都道府県 134、市区 1196、町村 284、合計 1614である。
（出所） CLAIR財団法人自治体国際化協会ホームページ『相手国・地域別姉妹提携数』
http://www.clair.or.jp/cgi-bin/simai/j/02.cgi（アクセス 2011/12/28）のデータ
を使用し、筆者が作成
　このように、国際環境や北東アジア諸国の対外政策に影響を受けながらも、「地方」に
よる国際交流はそれらを乗り越えるような形で環日本海圏を形成してきた。こうした環日
本海交流運動を活発化させた推進力は何であろうか。佐渡友（2003）によると、それは、
①日本海沿岸都市の住民が持つ辺境意識からの脱皮と、新しいアイデンティティの確立へ
の期待、②それらの都市住民による「地域の国際化」と民際交流への期待、③自治体相互
44
間の国境を越える交流とネットワーク形成への期待、④日本海沿岸都市における中・小規
模の企業にとっての国際経済活動参加への期待、⑤物流・人的インフラの整備・拡充によ
る地域住民生活の利便性への期待、⑥新しい生活圏としての環日本海地域の将来への期
待、⑦ひとつの生態系としての環日本海環境圏への注目である。こうした議論を踏まえる
と、環日本海圏を構成するこれらの主要素に共通する点は「様々な行為体と、その意識か
らなるサブリージョン」となろう。
　つまり、環日本海圏は、国家主体と地方における非国家主体との組み合わせによって生
成したということができる。
2.　環日本海圏の発展
　環日本海圏は国際環境の影響を受けながら、地方における姉妹都市交流を軸に形成され
てきた。前述のように、冷戦終結後、その交流は協力へと質的に変化し、特にローポリテ
ィクスの分野での協力が進展し、環日本海圏形成を促進した。本節では、環日本海圏にお
ける経済協力、地方自治体間の連携、学術交流、そして環境協力について考察する。
　（1）　経済交流
　冷戦終結後の 1990年代、北東アジアには経済開発と経済交流への取り組みが本格化す
るようになった。ここには、中・小規模の企業が対岸諸国へ新たなビジネス・チャンスを
求める動きから、国際的協力による大規模な経済開発に至るまで様々な交流や協力があ
る。東アジアにおけるバーツ経済圏や華南経済圏などと同じように、この地域はすでに
「環日本海経済圏」という名称を与えられている。アジア開発銀行（ADB）も、アジアの
「成長の三角地帯」の一つとして環日本海経済圏を挙げている。こうした経済的な動きは
大きく分けて三つに分類できる。
　第一に、国連開発計画（UNDP）がイニシアティブをとって進める「図們江地域開発計
画」構想のような多国間協力モデルである。日本海への航路を拓く図們江デルタ開発は、
中国・ロシア・北朝鮮・モンゴル・韓国の多国間協力の枠組みを利用した、この地域にと
っては新しい開発方式の試みである。
　第二に、「日韓自由貿易地帯」構想のような二国間協力モデルである。日本の ODAな
どを考えれば二国間協力そのものは決して新しいものではないが、北東アジアでは、歴史
的関係の事情や体制の相違などによって二国間協力さえ困難であった。ロシアと韓国の間
で進められている「ナホトカ経済特別区開発協力プロジェクト」や中韓の協力で行われて
いる黒龍江省の農業開発プロジェクトなどに期待が寄せられている。そして、日中、日
ロ、日朝などの経済交流・協力に新しい道が拓かれ、やがて朝鮮半島の南北間経済協力の
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実現にまで進展すれば、北東アジアの信頼醸成に大いに貢献することになろう。
　第三に、地域の中・小規模の企業が国境を越えたビジネスを展開する地域間経済交流モ
デルを挙げることができる。環日本海圏交流の特徴の一つは、これまで地方におけるビジ
ネスしか展開できなかった企業にとって、対岸という国際的経済活動に積極的に参加する
機会が与えられたということである。たとえば、富山県に本社を置くレンジ製造会社が韓
国・江原道にある会社との間でユニット・バス製造に関する技術供与契約を結び、後に同
社と合併で新会社を設立する、という事例もある。この日韓合併企業はその後、中国の遼
寧省にある集団公司を引き入れ、日中韓の三カ国合併企業に発展した。この事例では、二
国間の「線」の経済交流が三国間の「面」の経済交流へ進展したのである。
　日本の大手・中小の製造企業が、中国の上海や大連などに進出することはすでに一つの
流れとなっているが、近年では、より日本海に近い吉林省の長春、延吉などの各市も、日
本企業の誘致に力を入れるようになり、中国政府もまた対外開放・外資導入に積極的に取
り組むようになった。
　（2）　地方自治体
　環日本海圏における共通のルール作りやネットワークを形成させる行為体は主として地
方自治体であり、自治体間交流は地域広域圏形成のエンジンとなる。たとえば、地域広域
圏を牽引する受け皿の一つとして北東アジア地域自治体連合（The Association of North 
East Asia Regional Governments：NEAR）が挙げられる。
　1993年に、第 1回北東アジア地域自治体会議が島根県で開催されたときは、自治体間
の交流・協力ネットワークを形成し、信頼関係を構築して地域の発展と平和に寄与するこ
とを目的に、中国 2、韓国 1、ロシア 2、日本 6、のそれぞれの省・道・州・県レベルの自
治体が集まった。2011年 11月の時点では、日本、韓国、中国、北朝鮮、モンゴル及びロ
シアの 6カ国 70自治体に拡大し、この地域最大の自治体連合となっている。総会と実務
委員会のほか、事業やプロジェクトを推進する 11の分科委員会（経済通商、教育文化、
環境、防災、国際地区協力、科学技術、海洋漁業、鉱山資源、エネルギー・気候変動、女
性・児童分科）が設置されている。環境分科委員会は、海辺の漂着物調査や渡り鳥の調査
などの、地方自治体間の国際環境協力を実現した。NEARは、2002年 5月には環境 NGO
と合同して、「環日本海政策提言フォーラム」を設立し、ヨハネスブルクサミットでパー
トナーシッププログラムを発表している。このフォーラムはシンポジウムなどを通じて、
海外の自治体や NGO/NPOと環境協力を行っている。
　この地域には経済発展の格差や環境問題など、共通の課題に取り組む必要があるため、
自治体間の国際協力は北東アジアにおいて着実に進展している。多賀（2003）によると、
face-to-faceによる自治体間交流は、次の三つの特徴を持つ。第一に、住民にきわめて近
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いところで国際社会に向けた政策がなされる。第二に、協力する内容についての実務の経
験が蓄積されている。そして第三に、自治体は武力を持たないアクターであり、自治体の
国際活動は総じて平和・協調的である。つまり、地方自治体は民主的かつ平和的な現場・
現状、そして争点志向型の国際的行為体であると言える。
　（3）　学術交流
　環日本海圏での学術交流は、近年大きく発展してきている。大学間、研究機関間、ある
いは「知的インフラ」間のネットワークの形成は、地方自治体間交流の欠点を補完する役
割を果たす。たとえば、「北東アジア学会」は 1994年 11月 26日、27日の両日の新潟市
内での設立総会を以て発足した。1980年代の末頃から、太平洋側と日本海側との地域格
差を解消するために、日本海側こそ 21世紀へ向けての発展の主役であるという期待とが、
様々な形で「環日本海構想」を語らしめた。こうした気運は、多くの研究者たちにも共有
された。
　「北東アジア学会」と他の学会の際立った相違は、次の三点に集約できる。それは、第
一に環日本海地域に関連する研究を学際的に行っていくこと、第二に、研究を国際的に推
進しようとすること、そして第三に、将来のための人材育成をも重視していることであ
る。また、学界の規約に「本会は日本海および日本海周辺諸国・地域に関連する社会科
学、人文科学自然科学の諸問題を研究し、もってそれらの諸国・地域の交流・協力と平和
的発展に寄与することを目的とする」3）と明文化しているように、現代のアジアの地域主
義の多くが経済目的の探求に軸足が置かれているのに対して、「日本海を平和の海に」と
いう平和主義的サブリージョン研究としての特徴を持つ。こうした特徴を持つ「北東アジ
ア学会」には、研究者の間で、異なる国籍から出発しながらも同じ sub-identityを共有し
ていくことで、他国の危機意識に対して敏感かつ寛容でなければならないとの含意が込め
られている。
　このような学術交流は多くの地域で見られるようになった。富山県では 1990年代より、
「環日本海交流中央拠点構想」という国際化政策に基づき、環日本海交流と環境保全を目
的とした地域間交流を推進してきた。そして、日本海側では初めて、国連機関である国連
環境計画（UNEP）の北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）の本部事務局を富山に誘
致した。また、1997年に富山県が中心となって、環日本海地域での環境保全を目的とし
た「環日本海環境協力センター」を設立した。同センターは環境保全のための調査研究、
国際協力、情報交換、人材育成などを行うシンクタンクである。さらに、富山県は、環日
本海地域全体を地域の人間と自然を共有する一つの共生圏として捉え、「循環」、「共生」、
そして「日本海」という三つの視点から、総合学としての「日本海学」を提唱している。
　このように、近年、環日本海圏においては学術交流が発展し、環日本海圏における諸問
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題を共有することで、知的ネットワークを形成している。こうしたネットワークは「環日
本海学」や「環日本海圏」ということを通じて、地域意識を醸成すると同時に、上記で挙
げた富山県の事例からも分かるように様々なアクターを巻き込みながら、特定の問題領域
における交流・協力関係を促進する。学術交流が量的に増加し、質的に変化していくこと
で、新たなアイデンティティを形成しうるといえよう。
　（4）　環境協力
　北東アジアでは、近年の急速な経済発展によって越境的な大気汚染や酸性雨、二酸化炭
素の排出量の増加などが切迫した問題として顕在化したため、1990年代頃から様々な環
境協力が政府間で行われてきた。同時に、政府の環境協力を補完し、越境的な地方自治体
や NGOによるボトムアップ型の地域協力が見られる。
　北東アジアにおける政府間の環境協力の萌芽は、1988年に開催された「日韓環境シン
ポジウム」である。このシンポジウムは国連環境計画（UNEP）の協力の下で中国、ロシ
ア、モンゴルがオブザーバーとして参加するようになり、1992年には「北東アジア環境
協力会議」（Northeast Asian Conference on Environmental Cooperation：NEAC）へと発展
した。それ以降、NEACは年に 1回のペースで開催され、5カ国の環境関係省庁や地方自
治体の政策担当者、環境専門家、UNEPなどが参加し、環境政策や環境協力についての
意見・情報交換を行っている。
　この他にも、外交ルートを通じた多国間環境協力として「日中韓三カ国間環境大臣会
合」（Tripartite Environmental Ministers Meeting：TEMM）、また個別分野の枠組みとし
て「北大西洋地域行動計画」（North-West Pacific Action Plan：NOWPAP）や「東アジア
酸性雨モニタリングネットワーク」（The Acid Deposition Monitoring Network in East 
Asia：EANET）が挙げられる。
　このように、北東アジアでは、重層的に環境協力の枠組みが形成されているが、これら
の枠組みや協力は依然として対話フォーラムの域を出ない。また、各国政府を拘束するよ
うなものではないため、比較的緩やかな協力に止まっているのが現状である。五十嵐
（2005）は、環境協力が進まない要因として、とくに日中韓の環境政策における時差を指摘
した。
　しかし、こうした問題点を補完する形で環境問題に対する共通認識を醸成し、実行的な
環境協力を推進しようとする動きが、地方自治体や NGO、また学術機関を中心に見られ
る。
　その 1つとして、「東アジア大気行動ネットワーク」（Atmosphere Action Network for 
East Asia：AANEA）がある。AANEAは東アジアの 7カ国と地域（日本・韓国・中国・台
湾・香港・モンゴル・極東ロシア）の環境 NGOによって組織された NGOネットワーク
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である。AANEAは、東アジアにおける越境型の大気汚染や地球温暖化などの環境問題に
関する情報の交換や経験の交流、必要な共同行動の促進を目指す緩やかなネットワーク組
織として 1995年に韓国のソウルで設立された。
　AANEAは、情報・経験を共有して越境的な協力関係を推進し、東アジアの視点と経験
からグローバルな政策過程へ介入していくことを目指し、市民社会の立場から政府や国際
機関に北東アジアの環境協力に関する積極的な政策提言を行っている。また、AANEAは
気候変動枠組み条約締結国会議にもオブザーバーとして参加し、各国政府に大気汚染問題
への取り組みを促している。
　都市間協力で注目すべきは北九州市の事例である。北九州市は中国の大連市と友好姉妹
都市関係を結んだことから始まり、1981年に「公害管理講座」を実施して以来、環境保
全での国際協力を続けてきた。北九州市と大連市は 20数年続いた環境協力の総仕上げと
して「大連環境モデル地区整備計画」を共同で作成した。この計画は、かつて公害都市で
あった北九州市が、大気汚染や水質汚濁の克服にあたり蓄積してきた環境行政のノウハウ
を、大連市に移転することを目的とし、この計画は最終的に日中双方で国家レベルの施策
に格上げされる成果を出した。なお、北九州市は主として対岸の韓国南部の諸都市と黄海
沿岸の中国の諸都市との間で連携関係を深めながら、2000年には「クリーンな開発のた
めの北九州イニシアティブ」が採択され、アジア太平洋地域の都市間環境協力が進められ
ている。さらに、東南アジア中心の「アジア環境協力都市ネットワーク」と北東アジア中
心の「東アジア（環黄海）都市会議」の二つの環境協力枠組みに参加することで、東アジ
ア全域を結ぶ国際環境協力の都市間ネットワークにおける中心となっている。
　このように、北東アジアでは大気汚染や公害問題が越境的な問題であるがゆえに、環境
協力が進展した。国家間レベルにおける環境協力と同時に、それを補完する形で地方自治
体や NGOによる「下」からのネットワークが形成され、環境協力の基盤を構築していっ
たのである。
3.　環日本海圏の課題と体系
　このように、環日本海圏において、自治体や市民社会・NGOなどを中心とする国際交
流と協力が活発であるが、いくつか問題点が存在する。本章では、環日本海圏の課題と特
性について整理したい。
　（1）　環日本海圏の課題
　環日本海圏の課題を多賀（1992）は「遮断性・多様性・周辺性」とまとめ、若月（1992）
は「社会システムの相違、経済格差、社会文化の相違、複雑な民族構成分布、そして複雑
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な歴史背景を持つ地域」とした。こうした議論を踏まえて、筆者は次の四点を課題として
指摘したい。
　第一に、この地域は冷戦の終結によっても解決されなかった地域的問題が取り残され
た。朝鮮半島における分断国家の存在や日ロ間の北方領土問題などである。確かに、冷戦
終結により、自治体を中心とする国際交流は再開し、活発となったが、歴史問題や領土問
題がそうした活動を制約している。依然として、国家間の問題や関係性の影響を受けやす
い。
　第二に、多様性である。民族、文化、言語、生活様式の多様性は、一つの国際広域圏を
形成するときの阻害要因となり得る。かつ、こうした異文化同士をつなぐネットワーカー
やコーディネーターがこの地域においては不在であり、また、EUや ASEANのような、
そうした集合を束ねる上部組織が不在である。そのため、制度や政策が一つに収斂するこ
とがなく、環日本海固有の「統一基準」を持つことができない。
　第三に、発展の核を持ち得ないほどの相対的周辺性である。日本の「裏日本」と呼ばれ
た地域の周辺性はいうまでもない。韓国では、総人口の約 1/4がソウルに集中し、日本
海側には、発展した産業集積はない。中国においても、黒龍江省、吉林省などは沿岸部の
特別区などと比べると、十分に発展しているとはいえない。ロシア極東地域は、資源は豊
富に存在していても、必ずしも開発されているわけではなく、広大な極東地域全体に 800
万人という希薄な人口である。これに加えて、この地域には域内格差が存在し、資源が偏
在している。
　第四に、地方自治体が依然として未成熟であり、国家や国際関係の影響を受けやすい。
特に、体制移行国である中国、ロシア、モンゴルの地方自治体は国家の管理の下で行わ
れ、地方自治体の活動は中央の意図が浸透した形で行われる4）。つまり、中央─地方関係
は命令─服従関係に置かれる傾向があるのである。
　このように、環日本海圏はいくつかの問題点を含んでいるが、こうした欠点を補完する
ためには、今後、地方自治体による「点と点」の関係から、「点と点」を結んだ線による
「面」を形成し、重層的な地域協力を展開していくことが求められる。
　（2）　環日本海圏の体系
　これまでの考察から、環日本海圏はグローバルな世界とつながりながら、経済、学術、
環境協力などの多次元によるネットワークから形成されてきた。こうした環日本海圏の体
系を国際関係論の基本的要素である①単位（Unit）、②境界（Boundary）、③関係
（Relation）に認識（Identity）5）を加えて整理したのが表 3─1である。環日本海圏の主たる
単位は地方自治体・NGO・市民社会であり、国境に関係なく越境的地域を形成する。地
理性を越え、国境を越えて形成される環日本海圏は従来の地域概念の限定性そのものを問
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い直す。そうしたアクターは環日本海圏に共通する問題領域にアイデンティファイし、従
来のような制度と土地に縛られた国民国家のアイデンティティから解放され、協力関係を
構築していく。こうしてアイデンティティの多層化が進む。
表 3─1　環日本海圏の基本的要素
単位（Unit） 境界（Boundary） 関係（Relation） 認識（Identity）
北東アジア 国家 国境 対立と協調 国民国家
環日本海圏 地方自治・
NGO・市民社会
地方・国内の一
部
協調 経済・環境・平
和など
（出所）筆者作成
　次に、時間・空間・認識6）から環日本海圏の形成を観察するとどうだろうか。環日本海
圏は、冷戦期には東西陣営や国家間の対立の影響を強く受け、分断状態であった。しか
し、冷戦が終結すると、環日本海圏において交流が再開し、経済・姉妹都市・学術・環境
のようなローポリティックスを中心に連携が進展した。分断から連結である（時間）。と
くに、自治体の国際活動は切っていたものを「つなぐ」作用があり、地域の広域化をもた
らした。つまり、「点」が絶対的に存在していた状態から、「線」で結ばれていくことで
「面」を形成し、空間の相対化7）を促している。一方で、今後、環日本海圏が発展してい
くためには、発展の核となるような中心化が求められる。広域化と中心化である（空間）。
こうして形成される環日本海圏において、地方自治体を中心とするアクターが、環日本海
圏の争点、あるいは公共的な問題を共有し、協力関係を切り結んでいくことで、行為体内
（出所）筆者作成
分断 連結
図 3─1　時間・空間・認識による環日本海圏の広がり
広域化（相対化） 中心化？
sub-identity network
時間
空間
環日本海圏
issue-oriented
認識
 51東アジアにおける国際広域圏形成とサブリージョン
部に変容を及ぼしながら、ネットワーク化が進む。言い換えれば、争点志向型のネットワ
ークが広がっている（認識）。環日本海圏の時間・空間・認識による観察は図 3─1にまと
めた。
　このように、環日本海圏は地方における自治体、企業、大学や研究機関などの自発的な
活動による交流・協力を軸に創りだされた内発的な秩序である。環日本海圏の生成・発展
は主権国家からなる国際社会と、主権国家体系の相対化をもたらした。このような環日本
海圏における交流・協力は、かつての大東亜共栄圏のような性質のものではないため、
人々に新たなアイデンティティを意識させ、共通の利益をもたらすものとして理解され
る。こうした地域間交流・協力の果たす役割は決して小さくないであろう。
結論
　以上、筆者は環日本海圏の生成・発展メカニズムについていくつか事例を参照しながら
考察してきた。環日本海圏は世界的な潮流の影響を受けながらも地方自治体などの非国家
行為体を中心とする内発的なネットワークによって促進され、そのネットワークは経済・
姉妹都市・学術・環境のようなローポリティクスを中心に形成されてきたことが明らかに
なった。
　このようにして形成されてきた環日本海圏はいかなる意味をもつだろうか。今日の東ア
ジアにおいて争点となっている安全保障の観点から捉え返したい。なぜなら、東アジアで
抱える安全保障問題は依然として存続し、膠着しているからである。
　この時、環日本海圏のような地方による越境的活動によって生じる下位地域協力が政府
間の関係だけでは不十分な部分を積極的に充足し、また先導的な役割を果たす。同時に、
こうした活動による対外的な信頼関係の促進とそれに基づく組織的、人的なネットワーク
の形成を通じて、共通の関心と問題意識を共有し、さらには共通の価値観を共有すること
が、共同体意識の醸成に役立ち得る8）。つまり、市民的公共圏の形成と連動した地方的公
共圏の創生力学が地域的公共圏の形成を促し、こうして出現する地域公共圏はボトムアッ
プ型の利益とアイデンティティの構造を形成する方向で作用するのである9）。
　このように、環日本海圏に見られるようなサブリージョンの下位地域協力を安全保障の
観点から捉え返したとき、次のような可能性を推論できるのではないだろうか。
　究極的に安全保障が特定の国家や集団のための「安全保障」、あるいは一方的な安全、
あるいは安心である状態ではなく、生身の人間のための安全保障という見地であるとす
るとき、下位地域協力や非国家主体による国際地域交流圏が安全保障における信頼醸成
の底流になっているのではないか。
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　このように相手から攻めさせないという狭い安全保障観ではなく、国境を越えた人・自
治体・NGOなどの活動ネットワークや地域的つながり、また、協調的安全保障の可能性
を探ることが求められるとき、環日本海圏に広がる下位地域協力は新たな選択肢としての
価値に資する。
　「日本海」という地域公共財をめぐって、環日本海圏に広がる秩序は自治体、大学、研
究機関、NGO/NPO、市民などの内発的な交流・協力によって創り上げられている。こう
した運動は経済・社会・環境・学術・文化などの争点を互いに共有することで進展し、そ
れによりネットワークが形成された。このようにネットワークが進むにつれて、sub-
identityが形成され、地域意識が高まっていくことが期待される。まさに、地域の共同作
業によって地域公共財をつくり、供給しているのである。この展開の構図は図 4─1で示
した。なお、図 4─1の issue、sub-identity、networkはそれぞれ、「何を」、「何故」、「誰
が」と置き換えて考えてみても、差支えはない。
図 4─1　issue・sub-identity・network の展開
（出所）筆者作成
　こうして創造される協調関係は地域に安定をもたらし、ある一国の国民のみならず地域
に住む市民にも安全を提供するのである。つまり、「国益」が「地域益」や「人類益」と
重なり、「地域公共財」10）とも符合するのである。今日、創り上げるべきことは単なる戦争
の回避という消極的平和でなく、協調的なネットワークによる積極的平和であると考えら
れる。そうした意味において、環日本海圏での交流・協力は地域の安定と発展に寄与し、
結果的に広い意味での安全保障の実現に貢献しているといえよう。こうして平和の基盤を
構築することで、潜在的な脅威の可能性の芽を摘んでいくことが必要である。環日本海圏
における内発的で多層的な交流・協力が、東アジアのサブリージョンを形成し、同時に東
アジアの安全保障の可能性をも示唆しているのである。変動が激しい東アジアにおいてこ
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そ、平和を創り出す営みを忘れてはならない。そのとき、環日本海圏はそうした問題に対
する新たな役割や選択肢としての意義を持ちうるのである。
注
 1）　環日本海圏の範囲については、研究者によって様々であるが、本稿ではおおよそ日本海沿岸部、
韓国と北朝鮮、中国の東北三省、ロシアの極東地域とモンゴルの一部とする。
 2）　欧州において冷戦後、地方自治体をはじめとする非国家行為体が国境を越えて秩序再編を促進し、
こうしてできる地域が下位体系や下位地域と呼称された。それゆえ、サブリージョンは冷戦後の EU
に由来する概念である。本稿では、北東アジアを構成する「下位地域」をサブリージョンとする。
 3）　北東アジア学会ホームページ『学会会則』http://anears.net/images/pdf/gakkai_kaisoku.pdf（ア
クセス 2012/03/30）。
 4）　中山賢司（2008）：55─67。
 5）　国際関係論の基本的要素については多賀（2004）：19─48を参照。
 6）　同上。
 7）　空間の相対化については森川裕二（2008）：177─194を参照。
 8）　山本正（2000）：53。
 9）　山本武彦（2005）：1─28。
10）　地域を含む国際公共財とは、すべての国家、すべての人々、すべての世代に便益をもたらす指向
性の結果もしくはその中間財であり、その便益は非排除性、非競合性をもつことが基準となる。
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